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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動車（２）用のロックユニット（１）であって、少なくとも
　第１の位置（４）と主要位置（５）とを有する把持部（３）と、
　爪部回転軸（７）を有し、前記主要位置（５）と係合する第１の爪部（６）と、
　前記爪部回転軸（７）上に取り付けられ、前記第１の位置（４）と係合する第２の爪部
（８）と、
　回転軸（１０）を有し、前記第１の爪部（６）が前記把持部（３）と係合したとき当該
第１の爪部（６）の回転を阻止する回転防止レバー（９）と、
　少なくとも前記回転防止レバー（９）を枢動させる解除レバー（１１）であって、開錠
工程中に当該回転防止レバー（９）と相互作用することにより、前記第１の爪部（６）お
よび当該回転防止レバー（９）は同一の回転方向（１２）に枢動するものである、前記解
除レバー（１１）と
　を有するロックユニット（１）。
【請求項２】
　請求項１記載のロックユニット（１）において、前記解除レバー（１１）は、前記開錠
工程中に前記第２の爪部（８）を枢動させるものであるロックユニット（１）。
【請求項３】
　請求項２記載のロックユニット（１）において、前記解除レバー（１１）は、前記回転
防止レバー（９）および前記第２の爪部（８）を同一の回転方向（１２）に同時に枢動さ
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せるものであるロックユニット（１）。
【請求項４】
　請求項１～３のうちのいずれか１つに記載のロックユニット（１）において、前記解除
レバー（１１）は解除レバー回転軸（１３）を中心に回転自在であるロックユニット（１
）。
【請求項５】
　請求項１～４のうちのいずれか１つに記載のロックユニット（１）において、前記第２
の爪部（８）はリセットバネ（１４）と接触し、当該リセットバネ（１４）は前記開錠工
程中に当該第２の爪部（８）の前記回転方向（１２）に対する移動に抗するものであるロ
ックユニット（１）。
【請求項６】
　請求項１～５のうちのいずれか１つに記載のロックユニット（１）の少なくとも１つを
有する自動車（２）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、第１の位置と主要位置とを有する少なくとも１つの把持部と、所定の位置に
おいて前記把持部の回転を阻止する２つの爪部とを有する自動車用ロックユニットに関す
る。第１の爪部が前記主要位置で前記把持部の回転を阻止するために、当該第１の爪部の
回転を阻止する回転防止レバーが提供される。このような複数の部品からなるラッチは、
例えば、国際公開第ＷＯ　２００８／０６１４９１号で公知である。
【背景技術】
　【０００２】
　上記のような複数の部品からなる爪部を有するロックユニットの使用価値は実証されて
おり、特にこのようなロックユニットは、作動中の快適性が高いことおよび騒音が低いこ
とを特徴とする。上記ロックユニットはより具体的には自動車のドアおよび／またはハッ
チバックのドアに使用される。
　しかしながら、このようなロックユニットにはさらなる改良が必要である。より具体的
には、操作を便利にすること、および実装領域を小さくすることに焦点が置かれる。
　この出願の発明に関連する先行技術文献情報としては、以下のものがある（国際出願日
以降国際段階で引用された文献及び他国に国内移行した際に引用された文献を含む）。
【先行技術文献】
　【特許文献】
　【０００３】
　　【特許文献１】　独国実用新案第２０１０４６２５号明細書
　　【特許文献２】　欧州特許出願公開第１３８０７１５号明細書
　　【特許文献３】　国際公開第２００８／０６１４９１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記の点を鑑み、従来技術の上記の課題を少なくとも部分的に解決することが本発明の
目的である。特に、空間を節約し、迅速且つ静かに操作できるロックユニットが所望され
る。　
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の目的は、請求項１に記載の特徴を有するロック装置によって達成される。本発明
の装置の好適な実施形態は引用形式請求項に記載されている。これらの請求項において個
別に記載された特徴を技術的に実施可能な態様で組み合わせて本発明の更なる実施形態を
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提示することが可能であることに留意されたい。以下の説明、特に図を参照することによ
って本発明および追加の実施形態をさらに詳細に説明する。
【０００６】
　前記進歩性を有する自動車用ロックユニットは、少なくとも
　第１の位置と主要位置とを有する把持部と、
　爪部回転軸を有し、前記主要位置と係合する第１の爪部と、
　前記爪部回転軸上に取り付けられ、前記第１の位置と係合する第２の爪部と、
　回転軸を有し、前記第１の爪部が前記把持部と係合したとき当該第１の爪部の回転を阻
止する回転防止レバーと、
　少なくとも前記回転防止レバーを枢動させる解除レバーであって、開錠工程中に当該回
転防止レバーと相互作用することにより、前記第１の爪部および当該回転防止レバーは同
一の回転方向に枢動するものである、前記解除レバーと
　を有する。
【０００７】
　緒言の部分で述べたように、前記ロックユニットは、特に自動車のドアをロックするた
めに使用される。当然のことながら、前記ロックユニットは上記の構成部品の他に追加の
要素、レバー、ボーデンケーブル、取り付け具などを有してもよいが、以下の説明は複数
の爪部を備えるロック機構の設計に限定される。
【０００８】
　前記把持部は、より具体的には、把持ボルトを自動車のドアの適切な位置にしっかりと
保持するために使用される。前記把持ボルトの解除を防ぐために、前記把持部を開錠位置
と施錠位置との間、すなわち、第１の位置に固定する必要があることは周知である。前記
把持部が前記ロックユニットの施錠位置の適切な方向に位置決めされると、当該把持部は
主要位置で拘持され、固定される。前記第１の位置および前記主要位置は主に前記把持部
の表面または外周に形成された係止面である。
【０００９】
　前記把持部、前記第１の爪部、前記第２の爪部、前記回転防止レバー、および前記解除
レバーは金属性の本体を有するスタンピング加工された構成部品であることが好ましい。
【００１０】
　本明細書で教示する前記ロック機構においては、前記第１の爪部および前記第２の爪部
は共通の回転軸に枢動自在に配置されており、バネにより付勢されている場合もある。一
方の爪部（第１の爪部）は前記把持部を前記主要位置にロックするために使用され、もう
一方の爪部（第２の爪部）は前記把持部を前記第１の位置にロックするために使用される
。これは、より具体的には、前記第１の爪部および前記第２の爪部は前記把持部に異なる
タイミングで異なる位置において係合することを意味する。
【００１１】
　前記第１の爪部と前記把持部との間の係合は、前記第１の爪部が一方的に前記把持部の
回転を阻止するというものではなく、寧ろ、前記把持部から前記第１の爪部に力が加えら
れて前記第１の爪部が前記把持部を解放する位置に移動されるものである。但し、前記ロ
ック機構が施錠状態にある場合は、前記第１の爪部の枢動は、当該第１の爪部を前記把持
部の主要位置に対して拘持する前記回転防止レバーによって阻止され、前記第１の爪部は
前記把持部の主要位置に対して密着当接する。
【００１２】
　前記回転防止レバーが前記第１の爪部から離れる方向に移動されることにより開錠工程
が開始され、前記第１の爪部は前記把持部自体によって当該把持部から離れる方向に押動
される。前記回転防止レバーを枢動させるために解除レバーが提供され、当該解除レバー
により前記回転防止レバーは当該開錠工程の開始時に枢動される。
【００１３】
　前記第１の爪部、前記第２の爪部、また少なくとも前記回転防止レバーの各々は、枢動
レバー、すなわち、（限られた枢動範囲において）回転軸を中心に枢動自在なレバーとし
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て実装される。前記開錠工程において、当該構成部品は、前記第１の爪部および前記回転
防止レバーが同一の方向に枢動するように配置されている。前記第１の爪部が前記主要位
置から離れる際に特定の方向（例えば、時計回り）に回転すると、前記回転防止レバーま
たは前記解除レバーは、当該回転防止レバーが前記第１の爪部と同じ方向（時計回り）に
枢動するように方向付けられる。このように、前記回転防止レバーは、僅かに枢動するだ
けで前記第１の爪部の枢動経路から外れるため、特に僅かな移動によって前記把持部の望
ましい解除を達成することが可能となる。
【００１４】
　さらに、前記開錠工程中に前記解除レバーが前記第２の爪部を枢動させると有利である
と考えられる。前記解除レバーによる前記第２の爪部の枢動は、前記回転防止レバーの枢
動と同時に行われてもよいし、前記回転防止レバーの枢動の後に行われてもよい。この目
的のため、前記解除レバーは、前記ロックユニットの施錠位置において所定の遊びを有す
るか、または遊びを有さない状態で前記回転防止レバーまたは前記第２の爪部に直接当接
する複数の脚部を有することが可能である。
【００１５】
　上記に関連して、前記解除レバーが前記回転防止レバーおよび前記第２の爪部を同じ方
向に枢動させると有利であると考えられる。前記解除レバーは、例えば前記２の爪部と前
記回転防止レバーとの間に配置されるため、前記２つの爪部、前記回転防止レバー、およ
び当該解除レバー間の空間を節約した配置を達成することが可能となる。前記機構は、前
記解除レバーが前記回転防止レバーを望ましい方向に移動させると同時に（または、当該
回転防止レバーを移動させた後に）、前記第２の爪部を当該回転防止レバーと同じ方向に
枢動させ、さらに、前記第１の爪部も（バネを備えた）前記把持部から伝達される力によ
り、同じ方向に枢動されるように機能する。
【００１６】
　さらに、前記解除レバーが回転軸を中心に枢動すると有利であると考えられる。この場
合、前記解除レバーはまた、枢動レバーとして実装される。前記解除レバーが前記第１の
爪部および前記回転防止レバー（および前記第２の爪部）の回転方向と逆の回転方向に枢
動されることにより、様々なレバー間の特に空間を節約した配置が達成される。
【００１７】
　また、前記第２の爪部が、前記開錠工程中に当該第２の爪部の動きに抗するリセットバ
ネと接触すると有利であると考えられる。また、前記リセットバネは前記第２の爪部が前
記把持部の方向に永久的に付勢されるように作用し、これにより、係止部および／または
前記把持部に対する当接が確実となる。いずれの場合にせよ、前記把持部の必然的な枢動
が生じると、前記ロックユニットの施錠工程中に前記第２の爪部は前記第１の位置に直接
移動される。前記リセットバネは前記把持部の反対側且つ前記第２の爪部に対向する側に
取り付けられることが好ましい。
【００１８】
　最後に、本発明に記載された少なくとも１つの進歩性を有するロックユニットを有する
自動車を提案する。当該ロックユニットはより具体的には自動車ドアおよび／またはハッ
チバックのドアをロックするために提供される。
【００１９】
　以下に図面を参照しながら本発明および本発明の背景技術をより詳細に説明する。当該
図面は本発明の好適な実施形態を示すが、本発明はこれらの実施形態に限定されるもので
はないことに留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、施錠状態にある進歩性を有するロックユニットの第１の実施形態を示す
。
【図２】図２は、第１の爪部が把持部の主要位置と係合している状態のロックユニットを
示す。
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【図３】図３は、第２の爪部が把持部の第１の位置と係合している図２の実施形態を示す
。
【図４】図４は、開錠位置にある図２および３の実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図１は、進歩的なロックユニット１を実装するドア１９を有する自動車２を概略的に示
す。前記ロックユニット１はハウジング１６に配置されることが好ましい。前記ハウジン
グ１６内には、前記自動車２の本体に取り付けられた把持ボルト１５を受容する入口開口
部１７が設けられている。図１は施錠位置にある前記ロックユニット１を示し、この位置
では、把持部３が前記把持ボルト１５を、当該把持ボルトを保持するために設けられた入
口１８にしっかりと保持している。前記把持部３は主要位置５および第１の位置４と共に
実装される。
【００２２】
　前記把持部３の枢動範囲には２つの爪部が提供され、これらの爪部は第１の爪部の回転
軸７に回転自在に配置される。第２の爪部８は上方から明確に認知することができ、前記
施錠位置においては前記把持部３と接触しない。前記第２の爪部８の下部には第１の爪部
６が配置され、当該第１の爪部６は前記把持部３の主要位置５に直接当接している。
【００２３】
　前記把持部３により前記第１の爪部６に対して力が加えられる。この力は、一部は当該
把持部３を開錠方向（白い矢印）に移動させるバネの力によるものであり、また、一部は
、前記ドア１９と前記自動車２の本体との間で押圧される前記把持ボルト１５またはドア
シールから伝達される力によるものである。回転軸１０を有する回転防止レバー９が提供
され、これにより、前記第１の爪部６が前記把持部３によって押動されることが防止され
る。前記爪部回転軸および前記回転防止レバー回転軸は互いに離間して配置される。
【００２４】
　開錠工程が開始されると、前記回転防止レバー９は解除レバー１１を介して動作可能で
ある。前記解除レバー１１は、前記爪部回転軸７および前記回転防止レバー回転軸１０か
ら離間して配置された解除レバー回転軸１３を有する。前記把持部の回転軸および前記解
除レバー回転軸１３は、前記爪部回転軸７と前記回転防止レバー回転軸１０とを結ぶ仮想
的な線に対して対向する側に配置されることが好ましい。
【００２５】
　開錠工程中における前記ロックユニット１の構成部品の回転方向１２を黒い矢印によっ
て示す。当該開錠工程は、前記解除レバー回転軸１３を中心に反時計回りに枢動する前記
解除レバー１１によって開始される。前記解除レバー１１は前記回転防止レバー９と直接
接触し、これによって前記回転防止レバー９は前記回転方向１２（時計回り）に枢動され
る。当該動作により、前記回転防止レバー９は前記第１の爪部６の枢動範囲または接触面
から離れる方向に急速に移動し、その結果、前記第１の爪部６は前記把持部の開錠動作に
より押動され、当該把持部は移動自在となる。さらに、前記解除レバー１１は作動中に前
記第２の爪部８を枢動させる。このように、前記第１の爪部６および前記第２の爪部８は
共に時計回りの方向に枢動する。
【００２６】
　図２、３および４は、前記ロックユニット１の複数の爪部を備えるロック機構の３つの
異なる位置を示す。前記把持部３は当該図面の上部領域に明示されている。前記把持部３
の下方には前記第１の爪部６および前記第２の爪部８が明示されており、当該爪部の双方
は前記爪部回転軸７に回転自在に配置されている。前記第１の爪部６および前記第２の爪
部８に近接して前記回転自在な回転防止レバー９が示されている。さらに、前記回転防止
レバー回転軸１０上に配置され、前記回転防止レバー９および前記第２の爪部８に作用す
るリセットバネ１４が提供される。前記爪部および前記回転防止レバーの下方には前記解
除レバー１１が明示されている。但し、これらの図面においては、前記解除レバー１１は
追加レバーによって部分的に隠れている。
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【００２７】
　図２に示すように、前記施錠位置においては前記第１の爪部６は前記把持部３の前記主
要位置５に直接当接する。当該位置では、前記第１の爪部６は前記回転防止レバー９の対
応する脚部により拘持される。前記回転防止レバー９のもう一方の脚部は前記解除レバー
１１に直接当接する。前記第２の爪部８は前記リセットバネ１４により反時計回り方向に
押圧され、係止部２０に対してしっかりと当接する。前記解除レバー１１は前記第２の爪
部８の対応する脚部に対して僅かな遊びを有するように配置される。この場合、前記解除
レバー１１による前記回転防止レバー９および前記第２の爪部８の作動は非同期的である
。
【００２８】
　図３は、前記第２の爪部８が前記把持部３と係合する位置を示す。前記把持部３は当該
把持部の側方且つ当該把持部から離れる方向に延出する第１の位置４を有し、当該第１の
位置４は前記第２の爪部８と接触する。図２と比較すると、前記第２の爪部８は、前記主
要位置および前記第１の位置においてその方向に変化はない。寧ろ、当該位置は前記リセ
ットバネ１４および前記係止部２０によって設定されている。これに対し、前記第１の爪
部６はシフトされ、前記把持部３の外周に接触する。前記回転防止レバー９は、前記第１
の爪部６の回転防止領域の範囲内に延在し、前記解除レバー１１とは接触しないが反時計
回りの方向に付勢される。図３に示す前記構成部品の位置に基づいて、前記把持部３は、
例えば、電気駆動部によって反時計回りの方向にさらに回転され、当該把持部が対応する
位置に到達すると前記バネが備えられた構成部品は、図２で示す位置に移動される。
【００２９】
　図４は開錠位置を示す。この状態では、前記第１の爪部６および前記第２の爪部８の双
方は、前記第１の位置および前記主要位置の外側の前記把持部の外周と接触する。当該第
１の爪部６および第２の爪部８は、前記把持部に対してバネにより付勢される。前記把持
部３の図示する位置においては、前記把持ボルトを前記入口１８から容易に移動または前
記入口１８に容易に嵌めこむことができ、これにより、新たに施錠工程を開始することが
可能となる。
【００３０】
　本発明によると、特に音の静かで、高い快適性と、（前記爪部のより狭い枢動範囲によ
り）より少ない力で操作できるロックユニットの生産が可能となる。
【符号の説明】
【００３１】
　１　　ロックユニット
　２　　自動車
　３　　把持部
　４　　第１の位置
　５　　主要位置
　６　　第１の爪部
　７　　爪部回転軸
　８　　第２の爪部
　９　　回転防止レバー
　１０　回転防止レバー回転軸
　１１　解除レバー
　１２　回転方向
　１３　解除レバー回転軸
　１４　リセットバネ
　１５　把持ボルト
　１６　ハウジング
　１７　入口開口部
　１８　座部
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　１９　ドア
　２０　係止部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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